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第２章 安全で安心できる生活環境の保全 

第２節．大気環境の保全、騒音・振動・悪臭対策 

８．悪臭の概況 

 

⑴ 事業目的 

悪臭は人の健康に直接重大な影響を与えるものではありませんが、嗅覚という人の感覚に直接知覚

されるものであって、人に不快感や嫌悪感を与えます。 

特に近年、生活環境の質的向上に対する欲求の高まりと、市街地の拡大に伴い住居と悪臭発生工場の

接近等により悪臭公害は身近な問題となっています。 

悪臭防止法※１では、悪臭から生活環境を保全すべき地域を、市の区域内の地域については市長が、

町村の区域内の地域については知事が指定することとなっており、現在は６市において悪臭規制地域

が指定されており、特定悪臭物質12物質について規制基準が設定されています。 

規制地域を管轄する市長は、規制地域内の事業場の事業活動に伴って発生する悪臭物質の排出が規

制基準を超えると、事業者に対し悪臭防止措置を講ずるよう改善勧告や改善命令を行うことができま

す。 

 

⑵ 取組状況 

未指定市町村については、苦情の発生状況等を考慮し必要に応じて規制地域を指定していきます。 

 

    

 

 

 

※１.悪臭防止法 

工場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭について必要な規制を行い、その他悪臭防止対策を推進するこ

とにより、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的とした法律。同法では都道府県知事（市においては

市長）が規制地域の指定及び規制基準の設定を行うこととしている。また、平成12年５月に改正され、臭気測定業務従事

者（臭気判定士）制度や事故時の措置について規定されました。 
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